
   加古川市家庭的保育事業等の認可等手続要綱 

 

平成27年２月18日 

福 祉 部 長 決 定 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和22年法律第 164号。以下「法」という。）第

34条の15第２項の規定による家庭的保育事業等の認可及び同条第７項の規定による

家庭的保育事業等の廃止又は休止に関し、法及び児童福祉法施行規則（昭和23年厚

生省令第11号。以下「施行規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

 （認可の申請） 

第２条 法第34条の15第３項の規定による家庭的保育事業等の認可の申請は、家庭的

保育事業等認可申請書（様式第１号）により行うものとする。 

２ 前項の申請は、施行規則に定めるもののほか法、加古川市家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年条例第18号。以下「条例」という

。）及び加古川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める規則（平

成27年規則第２号）その他関係法令に適合することを証する書類を添えて行わなけ

ればならない。この場合において、添付すべき書類は、申請に係る家庭的保育事業

等の類型に応じて、別に定める。 

３ 家庭的保育事業等を開始しようとする者は、第１項の申請に先立ち、当該申請し

ようとする家庭的保育事業等の種類、定員等について市長に協議しなければならな

い。 

 （認可の決定） 

第３条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査するとと

もに、実地調査を行い、認可の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、認可の可否を決定するに当たっては、法第34条の15第４項の規定により

児童の保護者その他児童福祉に係る当事者から意見を聴かなければならない。この



場合において、意見を聴く者、内容、方法その他必要な事項は、別に定める。 

 （決定の通知） 

第４条 市長は、前条第１項の規定により認可の可否を決定したときは、当該申請に

係る家庭的保育事業を認可する場合にあっては家庭的保育事業等認可書（様式第２

号）により、認可しない場合にあっては家庭的保育事業等認可不承認通知書（様式

第３号）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

 （認可の条件） 

第５条 市長は、認可を決定する場合において、条例第４条に規定する最低基準の目

的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付すことができる。 

 （認可内容の変更） 

第６条 家庭的保育事業等の認可を受けた者は、当該認可を受けた事項について変更

が生じたとき（施行規則第36条の36第１項第２号及び第３号に掲げる事項並びに経

営の責任者及び福祉の実務に当たる幹部職員にあっては、当該認可を受けた事項に

ついて変更しようとするとき）は、家庭的保育事業等認可事項変更届出書（様式第

４号）により市長に届け出なければならない。 

 （家庭的保育事業等の廃止又は休止） 

第７条 法第34条の15第７項の規定による承認の申請は、家庭的保育事業等廃止（休

止）承認申請書（様式第５号）によるものとする。 

２ 家庭的保育事業等を廃止又は休止しようとする者は、廃止又は休止をしようとす

る日の６月前までに、家庭的保育事業等の廃止又は休止について市長に協議しなけ

ればならない。 

 （承認の可否の通知） 

第８条 市長は、前条の規定により家庭的保育事業等の廃止又は休止を承認する場合

にあっては家庭的保育事業等廃止（休止）承認通知書（様式第６号）により、承認

しない場合にあっては家庭的保育事業等廃止（休止）不承認通知書（様式第７号）

により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

 （標準処理期間） 

第９条 家庭的保育事業等の認可に関する標準処理期間は、第２条の規定による申請



があった日からおおむね20日以内とする。 

２ 家庭的保育事業等の廃止又は休止の承認に関する標準処理期間は、第７条の規定

による廃止又は休止に関する申請があった日からおおむね20日以内とする。 

 （補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、家庭的保育事業等の認可等に関し必要な事項

は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、決定の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律（平成24年法律第67号）の施行の日（以下「整備法施行日」という。）の前日 

 までに限り、第１条中「児童福祉法（昭和22年法律第 164号。以下「法」という。） 

 及び児童福祉法施行規則」とあるのは「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成24年法律第67号）第６条による改正後の

児童福祉法（昭和22年法律第 164号。以下「法」という。）及び児童福祉法施行規則

の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第17号）による改正後の児童福祉法施

行規則」とする。 

３ 整備法施行日の前日までに行う第２条の申請は、様式第１号により行うものとす

る。この場合において、市長は、様式第１号中「児童福祉法」とあるのは「子ども

・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平

成24年法律第67号）第６条による改正後の児童福祉法」と読み替えて、第３条の認

可の可否を決定するものとする。 

 


